
規 則

�愛媛県規則第３７号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３０年７月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県税賦課徴収条例施行規則等の一部を改正する規則

（愛媛県県税賦課徴収条例施行規則の一部改正）

第１条 愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県県税賦課徴収条例施行規則の一部を改正する規則の一部改正）

第２条 愛媛県県税賦課徴収条例施行規則の一部を改正する規則（平成２７年愛媛県規則第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（県税証紙及び始動票札の買受け等）

第５条 省略

２・３ 省略

４ 中予地方局長

は、収納計器取

扱人から始動票札引換書の提出があつたときは、額面金額に相当

する始動票札を交付するものとする。

５・６ 省略

第２１号様式（第５条関係）

（始動票札引換書）

（県税証紙及び始動票札の買受け等）

第５条 省略

２・３ 省略

４ 証紙徴収の方法によつて徴収する自動車税及び証紙によつて徴

収する自動車取得税の納税地を管轄する地方局長は、収納計器取

扱人から始動票札引換書の提出があつたときは、額面金額に相当

する始動票札を交付するものとする。

５・６ 省略

第２１号様式（第５条関係）

（始動票札引換書）

省略

本書を中予地方局長に提出し、上記額面金額の始動票札の

交付を受けてください。

省略

省略

本書を 地方局長に提出し、上記額面金額の始動票札の

交付を受けてください。

省略

中予地方局取扱者 地方局取扱者

改 正 後 改 正 前

附 則

（経過措置）

附 則

（経過措置）
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告 示

訓 令

�愛媛県告示第７２７号
愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）第４条第

２項の規定により、自動車取得税及び自動車税の納税地を次のよう

に定め、平成３１年１月１日から適用し、愛媛県県税賦課徴収条例の

規定による自動車税及び自動車取得税の納税地の指定（昭和４３年６

月愛媛県告示第６１１号）は、平成３０年１２月３１日限り廃止する。

平成３０年７月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 愛媛県県税賦課徴収条例第３６条第１号から第３号までに掲げる

自動車の取得に対して課する自動車取得税 愛媛県中予地方局の

所在地

２ 証紙徴収の方法及び知事から得た納付情報により納付する方法

によって徴収する自動車税 愛媛県中予地方局の所在地

附 則

この規則は、平成３１年１月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成３０年１０月１日から施行する。

�愛媛県訓令第２１号
庁 中 一 般

保 健 所

愛媛県保健所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成３０年７月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県保健所処務規程の一部を改正する訓令

愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

改 正 後 改 正 前

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分 組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

所

長

課

長

主

幹

所

長

課

長

主

幹

生

活

衛

生

課

１～４ 省略 生

活

衛

生

課

１～４ 省略

５ 旅館業法

（昭和２３年

法 律 第１３８

号）の施行

に関する事

務

１ 旅館業の営業に関するこ

と。

５ 旅館業法

（昭和２３年

法 律 第１３８

号）の施行

に関する事

務

１ 旅館業の営業に関するこ

と。

�～� 省略 �～� 省略

� 指示（条例第４条の表

第６の項第９号）

〇 � 指示（条例第４条の表

第６の項第８号）

〇

�～� 省略 �～� 省略

６～１８ 省略 ６～１８ 省略

備考 省略 備考 省略

３ 新規則第１０号様式３の規定は、平成３１年１０月１日以後に課すべ

き県たばこ税について更正し、又は決定した場合の通知書兼不足

税額等納額告知書について適用し、同日前に課した、又は課すべ

きであった県たばこ税について更正し、又は決定した場合の通知

書兼不足税額等納額告知書については、なお従前の例による。

３ 新規則第１０号様式３の規定は、平成３１年４月１日以後に課すべ

き県たばこ税について更正し、又は決定した場合の通知書兼不足

税額等納額告知書について適用し、同日前に課した、又は課すべ

きであった県たばこ税について更正し、又は決定した場合の通知

書兼不足税額等納額告知書については、なお従前の例による。

平成３０年７月２０日 発行
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